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目　的 ①リスクに関する規程案、リ
 スク予防計画等の策定及び改

廃についての検討　②リスク
管理に関する推進方針及び具
体策等の討議決定　③リスク
管理に関する教育、啓蒙等の
方針策定等

リスク統括委員会
委員長 事案に応じ、各部門・各社の

リスク管理担当役員または長
谷工コーポレーション社長

目　的 「長谷工グループ行動規範」
に違反するリスク事象につい
ての調査及び問題解決

コンプライアンス対策委員会

監査

コンプライアンス

　当社は、企業の存立と継続のためにはコンプライアンス
の徹底が必要不可欠であるとの認識のもと「長谷工グルー
プ行動規範」を策定し、全ての取締役、執行役員及び使用人
が、国内外問わず、法令・定款の遵守はもとより、社会規範を

　行動規範の浸透を図りコンプライアンスの推進を担う部
署として、リスク管理部にコンプライアンス室を設置し、当
社グループのコンプライアンスの向上に取り組んでいます。
　また、社長直轄の監査部が内部監査に関する社内規程に従
い、当社グループ各部門における諸活動が法令、定款、会社の
規程・方針等に適合し、妥当であるものかどうかを検討・評価
し、その結果に基づき改善を行っています。

　長谷工グループでは、公益通報者保護法ならびに関連法規
に則り「長谷工グループ内部通報相談制度運用規程」を定め、役
職員からの公益通報、ハラスメント及びコンプライアンス全般

（汚職・贈賄などによる腐敗防止を含む）に関する相談等を受け
付ける通報相談窓口を、リスク管理部コンプライアンス室及び
社外窓口として法律事務所に設置しています。また、通報相談

　近年、情報技術の発展に伴って、様々な局面で情報資産が
脅威に晒される危険性も増大しています。
　長谷工グループでは、お客様情報をはじめとして、事業で
取り扱う情報資産の保護・管理強化に取り組んでいます。グ
ループ全体で「長谷工グループ情報管理規程」、「情報セキュ
リティ基本方針」を定め、グループ共通の「情報の取扱いに
関するガイドライン」を策定し、情報管理に関する意識の醸
成を行っています。さらに、グループ各社の事業や取り扱う

尊重し、社会人としての良識と責任をもって行動するべく
社会から信頼される経営体制の確立に努めています。
　また、行動規範は定期的に必要性・有効性を確認した上
で、適宜見直し・改定を行っています。 

　なお、行動規範に違反する行為により重大な影響が生じる
懸念が発生した場合には、社長に報告するとともに、各部門・
グループ各社のリスク管理担当役員が調査に当たり、必要に
応じ、当該担当役員または当社社長を委員長とする「コンプラ
イアンス対策委員会」を招集して、経緯確認、原因分析、是正措
置、類似事例の有無の調査、再発防止策策定、社内・グループ内
への展開等により問題解決に当たることとしています。

者の匿名性への配慮も含め、通報相談者の保護体制を構築し、
社員が通報相談しやすい環境を整備することにより、不正行為
等の早期発見・早期是正に努めています。
　なお、内部通報相談窓口の受付及びその対応状況につい
ては、代表取締役、社外取締役、監査役へ定期報告を行って
おります。

情報の内容にあわせた個々の管理基準を定めています。
　賃貸住宅の運営管理を行う長谷工ライブネットでは、入
居者・入居希望者の皆様の個人情報や、取引先からお預かり
した情報資産を取り扱っています。このため、東京、大阪の
全部門で情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）
を構築しています。日々の情報資産管理活動の点検・見直し
には、国際規格ISO/IEC27001を活用しており、2005年8
月に認証を取得しています。

コンプライアンス体制

内部通報相談制度

情報セキュリティ

詳細はこちらコンプライアンスに関する基本的な考え方・方針

詳細はこちら

長谷工グループの価値創造 事業戦略 価値創造基盤の強化 データセクション

51長谷工グループ統合報告書2023



価値創造基盤の強化：信頼される組織風土

人権の尊重

人権尊重の取り組みの全体像

特定した人権課題

長谷工グループCSR調達ガイドライン
1 コンプライアンスの徹底
2 人権の尊重
3 公正な事業活動
4 安全衛生の確保
5 品質の確保
6 環境への配慮
7 適切な情報の開示
8 情報セキュリティの徹底
9 社会貢献
⓾ BCPの構築	 　　　　　2021年 10月1日策定

　長谷工グループでは、企業価値の維持・増大に向けて、事
業に関連する内外の様々なリスクを適切に管理するため、

「長谷工グループリスク管理方針」を定めています。

　長谷工グループでは、「長谷工グループ行動規範」の中で
「人権の尊重」を明文化しています。また、人権尊重を図る
取り組みを深化させるため、国連「ビジネスと人権に関す
る指導原則」に沿って、2022年1月に「長谷工グループ人
権方針」を策定しました。グループの社員一人ひとりが人
権に対して理解を深め、常に高い意識を持って業務にあた

　「長谷工グループ人権方針」の策定に伴い、現在、人権
DDの取り組みを進めています。具体的には、経営管理部
門及び協力会社との窓口である建設部門にて「人権ワーキ
ンググループ」を組成し、当社グループの事業活動に関連
して発生しうる人権侵害のリスクを洗い出し、深刻度と発

　この方針を実行するため、リスク管理体制を整備し、方針
に基づくルールや施策を長谷工グループ全役職員に周知・
徹底しています。

ることができるよう、グループ内での浸透を図るととも
に、協力会社等のサプライチェーンに対しても、人権を尊
重した事業活動を要請しています。また、人権デュー・ディ
リジェンスの取り組み等を通じて、人権に配慮した経営に
努めていきます。

生可能性の観点から評価を行った上で、関連する部門やグ
ループ会社の対応状況等の確認を行い、対応が必要な人権
課題を特定しました。
　対応状況については、取締役会まで報告を行っていま
す。今後、継続的に実施していく人権DDの状況等につい

　長谷工グループでは、「長谷工グループリスク管理方針」
を実行するため、最高責任者を長谷工コーポレーション社
長としたリスク管理体制を運用しています。長谷工グルー
プ全体のリスク予防、危機対応等のリスク管理全般に関す
る責任者としてリスク管理グループ統括役員を任命し、長
谷工コーポレーション各事業部門・グループ各社のリスク
管理の指揮をとる責任者として、リスク管理担当役員も任
命しています。また、長谷工グループ全体のリスク管理推進
策の策定、推進に対する助言、推進状況の確認等を行うリス
ク管理部をグループ各社に設置しています。

　長谷工グループでは、大震災その他自然災害発生時のグ
ループ各社の重要業務を明確にし、提供する“住まい”の安
全確保とともに、業務が中断しないこと、中断しても可能
な限り短い期間で再開することができる仕組み、また、従
業員とその家族の安全を確保した上で、事務所や作業を速
やかに保全し、復旧活動・復旧支援に携わる従業員が自律
的に行動することができる仕組みを構築することを目的
として、「事業継続計画」を定めています。
　「事業継続計画」では、長谷工グループが事業活動を展開
する拠点の気象庁地震観測地点において、震度5強を基準

　長谷工コーポレーション社長を委員長とする「リスク統
括委員会」を設置し、四半期に一回の開催に加えて、重大リ
スク発生時には必要に応じて臨時で開催し、リスクの横断
的な収集、分析、評価、対応を行っています。「リスク統括委
員会」での討議内容は必要に応じて取締役会に報告し、リス
ク管理体制の運用状況及びその実効性を評価・監督してい
ます。
※	「リスク管理・コンプライアンス体制」についてはP51の「リスク管理・

コンプライアンス体制図」をご覧ください。

とする大きな地震が観測された場合 （基準震度に満たな
い場合であっても被害状況等による）、また、地震以外の自
然災害（暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、津波、噴火等）につい
ても被害が甚大である場合はグループ統括本部本部長（長
谷工コーポレーション社長）の判断により、本事業継続計
画を発動することと定めています。また、非常事態が発生
した場合の組織及び体制については、当社東京または大阪
にグループ統括本部ならびにグループ統括支援本部他、グ
ループ会社に各社本部、東海地区および九州地区に各地区
本部を設置することとしています。

詳細はこちら

詳細はこちら
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PDCA

　サプライチェーン全体で社会的責任を果たすため、「長谷
工グループCSR調達ガイドライン」を策定しました。グルー
プ各社が資材や労務の調達を行う際に本ガイドラインを遵
守するとともに、取引先（サプライヤーに限らず、請負業者、
代理業者等、全ての取引先を含みます）にも本ガイドライン
を遵守した事業活動をお願いすることにより、社会の要請
に応えていきます。なお、主要取引先については、本ガイド
ラインに対する同意書を取得しています。
　また、それ以外の取引先も含めて、本ガイドラインの遵守
要請を明確化するため、取引に関する契約書への条項追加
に取り組んでいるところです。
　なお、取引先における「長谷工グループCSR調達ガイドラ

イン」の遵守状況を確認するため、自主点検表によるアン
ケートを実施し、概ね適切な対応が行われていることを確
認しています。

　当社は、内閣府が創設した「パートナーシップ構築宣言」に参画し、サプライチェーン全
体で付加価値向上に取り組むとともに、取引先との共存共栄を目指してまいります。

詳細はこちら長谷工グループCSR調達ガイドライン

パートナーシップ構築宣言

サプライチェーン・マネジメント

ては、「サステナビリティ委員会」に報告し、レビューを受
けています（サステナビリティ委員会での審議・報告事項
については、取締役会に報告され監督される体制となって

おり、特に重要な事項については取締役会に付議し審議の
上決定しています）。

人権課題 主なリスク

サプライチェーン上流の人権課題 ・木材伐採現場等、建設資材生産の上流における労働問題や地域住民の生活環境への影響
強制労働・児童労働 ・建設現場やサービス提供現場における協力会社の外国人技能実習生や若年労働者に関わる労働問題
労働安全衛生 ・建設現場やサービス提供現場における従業員（自社及び協力会社）の生命や健康に関わる事故

雇用・労働条件 ・長時間労働　
・協力会社の雇用・労働条件

ハラスメント・差別 ・自社内または自社・協力会社間で発生するハラスメント
・サービス提供現場における、お客様への／お客様からのハラスメント

地域コミュニティへの影響 ・建設現場の近隣にお住いの方の生活環境への影響

お客様の安全安心 ・介護現場やお客様の居住空間におけるサービス提供時の事故
・お客様の個人情報・プライバシー
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